
（別紙1）

主な規制緩和検討項目及び検討の基本的方向

1．住宅・土地関係

11）住宅建築の資材、部品、給水装置についてこ耐火性能、強度等に関する評価方法・
J

基準の国際的なそれらとの整合化、外国検査データの受入れ、検査・認定手続の簡素

化、JIS・JAS関廃規格の見直しなど、関係癌制の見直しを進めるとともに、外

壁の開口部等に関する防火規制の合理化など、住宅建築関係規制の見直しを進める。

（2）居住水準の向上に応じた容積率算定方法の弾力化、優良住宅プロジェクトに対する

客種率割増、斜線制限等形態規制の見直しなど、関係規制の見直しを進める。

・（3）地域の実態に対応した都市計画の線引き．・農業振興地域整備計画の見直し、中高層

住宅の建設が可感な地域地区指定の積極化など、土地用途利用に係る諸規制の見直し

を進める。

2．情報・通信関係

新規事業の創出の観点から、通信、放送に係る既定の規制緩和措置を踏まえつつ、

サービス・料金の認可対象、公専その他の接続制限の見直し、電波利用の多様化・効率

化の促進など、関係規制め見直しを進めるほか、電気通信事業、CATV事業に対する

道路占用規制の見直しを進めるとともに、情報化を総合的・計画的に展開するための関

連諸規制の見直しを進める。

3．輸入促進・市場アクセス改善・流通関係

（1）流通・物流

①　流通

（a）大型小売店舗の出店・営業について、本年1月の関係審議会答申に沿って大店

法規制を本年5月から緩和し、その効果の確保を図るとともに、出店に伴う開業

関連許認可等手続の並行処理の促進、簡素化・迅速化など、関係規制の見直しを

進める。

（b）′　酒類・たばこ等販売について∴参入基準の見直しこ手続の簡素化・迅速化など、

関係規制の見直しを進める。
l

（C）食品衛生関連許可手続の簡素化・迅速化など、関俸規制の見直しを進める。

（d）医薬品・医療用具販売について、一般薬店i通信販売品目の拡大、．検査器具規

制の弾力．化など、関係規制の見直しを進めるd

②　物流

トラック壷業について、既定の緩和措塵を踏まえつつ、規制の一層の見直しを進

めるとともと、倉庫業に係る構造・設備基準の見直し、料金体系の多様化の促進な

ど、関係規制の見直しを進める。

（2）’基準・認証・検査

①　電笥用品・ガス用品・消費生活用製品

基準の国際的水準への整合化、自己認証の拡大、試験データの相互受入れの拡大、
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表示規制の合理化など、関係規制の見直しを進める。

②　食品等

規格基準の国際的水準への整合化、試験データの相互受入れの拡大、検査手続のヽ

簡素化・迅速化など、食品添加物を含め食品関連規制の見直しを凄める。

また、JAS規格について、上と同様の視点に立ちつつ、見直しを進める。

③　医薬品・医療用具・化粧品

（a）医薬品・医療用具（動物用医薬品関係を含む。）について、基準の国際的水準

への整合化、外国臨床デ「タ等の受入れ、輸入承認期間の短縮など、関係規制の

見直しを進める。

（b）化粧品について、‘上記と同様の視点のはか、規制方式・表示規制の在り方など、

関係規制の見直しを進める。

④　自動車

これまでの整合化の進展を踏まえた一層の基準・試験方法の国際的水準への整合

化、型式指定取得、輸入自動車新規登録の円滑化など、関係規制の見直しを進める。

⑤クレーンその他の機器（労働安全）

クレーン、移動式クレーンの構造規格の国際水準への整合化など、労働安全に係

る機器の規格等規制の見直しを進める。

⑥　タンクコンテナ（危険物輸送）

危険物の国際輸送用タンクコンテナを陸上輸送する場合に係る海外検査結果の受

入れなど、関係規制の見直しを進ゆる。

（3）輸入手続　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

①　食品・動植物品を含む輸入手続のコンピュータ処理・インタフェース化、その他

各踵輸入許可・承認等手続の簡素化・迅速化を図るため、関係規制及び手続の見直

しを進める。

②　動植物輸入検査について、．検査手続の簡素化・由速化、検査負担の軽減など、関

係規制の見直しを進める。

4．金融・証券・保険関係

川　金融サービスについて∴金利の自由化や金融派生商品を含め、＿業務、商品等の関係

規制の見直しを進める。
t

（2）社債及びCPの発行、企業の新規公開（上場及び店頭登録）など、証券関係規制の

見直しを進める。

（3）標準料率、自由料率が適用される保険商品の対象範囲の拡大、保険制度改革の「環

としての保険ブローカー制度ゐ導入など、保険関係規制の見直しを進める。
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（別紙2）
「緊急経済対策」及び「今後における行政改革の推進方策について」

に基づき講じようとする主な緩和捨置

1．緊急経済対策（平成5年9月16日）関係

事　　　　　 項 捨　　 ‘置　　　　 内　　　　 容

ビールの盤造免許に係る最低 ビールの法定製造数量を年間60たのこ引き下げることとし （現行年

製造数量基準の引下げ 問 2，00脱の 、そのための酒税法改正法案 （潜税法の一部を改正す

る法律案）を今通常国会に提出済 （平成 6年 3 月 4、日）

厚生年金基金の資産運用に係 厚生年金基金の資産運用については、いわゆるニュ「マネーにつ
る投資一任会社の参入積金の き総資産額の 3 分の 1を上限として投資一任会社の参入を認めてい

拡大 るが、この要件を緩和 （ニューマネーとオールドマネーとの区分の・

撤廃等）することとし、そのための改正法案を今通常国会に提出済

（平成 6 年 3 月18日）

保税上星 ・保税倉庫の許可の ．蔵置空間の有効活用の促進等を通じて、輸入者等の輸入コストの

統合 軽減に資するため、現在、別許可となっている保税上置 く一時蔵

置）と保税倉庫 （長期蔵置）を一本化することとし、そのための関 ・
税法改正法案 （関税定率法等の一部を改正する法律案）・を今通草国

会に提出済 （平成 6年 3月15日）

商社等の本支店間交互計算制 商社等が現行交互計算勘定により‘相殺処理できる輸串人等 （1契

度の対象となる上限金額の引 約当たり）の取引金額の上限 1．000万円相当額を 1億円相当額まで

上げ 引き上げることとし、そのための通達改正を行い、平成 6 年 4 月 1

日から実施予定

医薬品、医薬部外品及び化粧 ・医薬品、庭薬密外品及び化粧品の製造 ・輸入の承認 ・許可手続に

品の製造 ・輸入の承認 ・許可 ？いて①医莱品機構への調査業務の委託、②フロッピーディ‾スクを

手続の迅速化 用いた申請 ・審査＿システムを導入
このため、①については、平成 6 年 3 月、政省令の改正を実施

く4 月 1 日施行）。②については、平成 6 年度においても予算措置

を行い、システムの構築を進めているところ

食品の日付表示方式の改正 金品の日付奉示について、消費者への十分な説明を行い、国際的
な規格 ・基準等も踏まえ、製造年月日表示から期限表示を原則とす

る方式へ移行。　　　　　 ，

このため、・平成 5 年12月に、食品衛生調査会に諮問しており、そ

の答申を受けて、平成 6年秋を目途に厚生省令等を改正。さらに、
J A S 制度については、関連する個別規格 ・基準の告示につき、農

林物資規格調査会への諮問等を経て平成 6 年度内を目途に改正。

動物用医薬品の製造 ・輸入の ・動物用医薬品のうち、品質確保のための基準が作成された製造専

承該の緩和・ 用原薬の製造、輸入の承認を廃止することとし （平成 6年 4 月 1 日

施行予定）、今後、基準を逐次作成
・動物用医薬品の承認申請に必要な添付資料のうち安定性試験の検

体数を 3 ロット3 検体から3 ロット1検体に削減することとし、そ
のための薬事室長通知を 3 月中に発出
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事　　　　　 項 措 ・　　 置　　　　 内　　　　 容

動 物 用 医 薬 品 の 受 委 託 製 造 の 動 物 用 医 薬 品 ゐ 受 委 託 製 造 に つ いて 受 託 側 の承 認 を 廃 止 す る と と
＼承 認 ・許 可 もに 、 受 託 側 の 定 型 的 な製 造 工 程 に 関 して の 品 目 ご との 許 可 も廃 止

す る こ と と し、＿そ の た め の 省 令 及 び通 達 を 4 月 ‾1 日か ら施 行 ・

電 気 重 任 技 術 者 資 格 制 度 の 合 分 散 型 電 源 の設 置 促 進 の た め 、 電 気 主 任 技 術 者 に 関 す る国 家 試 験

理 化 r制度 の 合 王酎 ヒ及 び 資 格 認 定 に 係 る実 務 経 験 年 数 の 軽 減 等 を 行 う こ と

と し、 平 成 8 年 4 月 ・1 日 （⊥ 部 平 成 7 年 4 月 1 日 ） か ら 実 施

大 規 模 小 売 店 舗 の 営 業 規 制 に 大 店 法 に つ い て 、 大 型 店 の 閉 店 時 刻 め 届 出 基 準 の 午 後 7 時 か ら午
関 す る 改 正 大 店 臨 画 則 第 2 条 後 8 時 へ の 繰 下 げ、 休 業 日数 の 届 出 基 準 の 44 日か ら24 日へ の 削 減 J
に塞 づ く見 直 し 1，00 0 Iが未 満 の也 店 、 テ ナ ン トの 入 替 え 等 に 係 る 届 出 を 原 則 と して

調 整 対 象 か ら除 外 す る 等 の 大 幅 な 規 制 緩 和 を 行 う こ と と し、 そ の た
め の 省 令 及 び 通 達 を 平 成 6 年 5 月 1 日か ら実 施

輸 出検 査 対 象 品 目の 削 減 二 枚 57 品 目 （通 商 産 業 省 所 管 42品 目 、 農 林 水 産 省 12 品 目、 運 輸 省 3 品

査 基 準 の 緩 和 等 目） の 輸 出 検 査 対 象 品 目 を 見 直 し、 平 成 7 年 度 ま で に 品 目数 を半 数
・程 度 に削 減 す る こ と を 検 討 ，

．ガ ス 事 業 に つ い て 大 口需 要 家 ・ガ ス事 業 に つ‾い て 、 大 口 索 要 家 に対 す る供 給 規 制 の 緩 和 等 を 行 う

に対 す る供 給 規 制 の 緩 和 等 こ と と し、・そ の た め の 改 正 法 案 を 今 通 常 国 会 に提 出

自動 車 検 査 等 の 緩 和 自動 車 の 検 査 及 び 点 検 整 備 に 付 き 、 運 輸 技 術 審 議 会 の 答 申 を 踏 ま
え 、 ① 自家 用 乗 用 車 の 6 か 月 点 検 の 義 務 付 け の 廃 止 、 ② 定 期 点 検 整
債 の 実 施 時 期 は検 査 の 前 後 を 問 わ な い こ と、 ③ 窟 期 点 検 項 目 の 簡 素

化 等 を行 う こ と と し、 これ らの う ち 法 律 事 項 につ い て 今 通 常 国 会 に

道 路 運 送 車 両 法 の 一 部 を 改 正 す る法 律 案 を提 出 予 定

携 帯 電 話 等 に 関 す る売 切 り制 ・携 帯 電 話 等 移 動 桟 に つ い て 、 こ れ 事 で 電 気 通 信 事 業 者 の レ ンタ ル

の 導 入 に よ っ て の み 提 供 さ れ て き た が 、 一 般 の 電 話 橙 と同 じよ うに電 器 店

な どの 店 頭 で 移 動 機 を 購 入 し、 所 有 す る こ とが で き る よ う にす る た
め 、 携 帯 電 話 、 自動 車 電 話 、 C R P （簡 易 陸 上 移 動 無 線 電 話 ） 、 マ
リネ ッ ト電 吉富に つ い て は、ヰ 成 6 年 4 月 1 日か ら、 無 線 呼 出 い こつ

い て は 平 成 7 －年 3 月 か ら売 切 り制 を 導 入

非 イ ンテ ル サ ッ ト衛 星 の 利 用 外 国 人 等 が J 非 イ ンテ ル す ッ ト衛 星 を 使 用 して 国 際 電 気 通 信 事 業

等 衛 星 通 信 の 利 用 の 拡 大 を 営 も う とす る場 合 は 、 第 「 種 電 気 通 信 事 業 者 の 許 可 に係 る外 資 規
l制 を 適 用 しな い こ と と す る こ と等 の 規 制 緩 和 を 行 う こ と と し、 そ の

た め の 電 気 通 庸 事 業 法 及 び 電 波 法 の 一 部 改 正 案 を 今 通 常 国 会 へ 提 出

予 定

国 境 を 越 え る テ レ ビ放 送 の 受 ・日 本 放 送 協 会 及 び 一 般 放 送 事 業 者 が 委 託 して 人 工 衛 星 に よ る外 国

信 ・発 信 の 実 現 に 向 け た 放 送 を 行 う こ と を 可 能 とす るた め の 制 度 化 を 行 うと と も に 、

外 国 か らの 国境 を越 え る テ レ ビ放 送 の 受 信 の 円 滑 化 を 図 る こ と と し、

そ の た め 、 今 通 常 国 会 に放 送 法 の 改 正 案 を 提 出 す る等 所 要 の 措 置 ‘



事　　　　 項 措　　　 置　　　　 内　　　 容

外国製超大型クレーン （移動 外国製の移動式グレーン等の特定機械等の使用検査に関し、国外

式）等に係る使用検査の国外 においても検査を行うことができることとし、．今通常国会に所要の

受検制度の導入 法律案を提出予定

危険物輸送容器等I手係る基準 危険物輸送容器として国際的に使用されているI B C （ルタごミディエ
甲国際基準への整合化 ・ 什相知ン汁）について、陸上輸送時の安全性等を検討した上で、国内

でも使用できるよう、平成6年度中に省令及び告示を改正し、施行

2．今後における行政改革の推進方策について（平成6年2月15日）関係

事　　　　 項 措　　　　 置　　　　 内　　　　 容

外国法事務弁護士受入れに関 ：①裁量の余地の－ない相互主義を撤廃 （ガット加盟国）も、又は法務
する規制の緩和 大臣の裁量による任意的な相互主義に変更 （ガット非加盟国）

②外国法事務弁護士の承認の基準たっいては、その職務経験期間に

国内における披雇用外国弁護士としての経験牽2 年を限度として参
入することを可能化
③外国法事務弁護士事務所の名称として、法律事務の処理を目的と

する原資格国の法人 ・組合その他の事業体で外国法事務弁謹士が所
属するものの名称 （ローファーム名称）を用いることを許容
④弁護士と外国法事務弁護士との共同事業たっいて、1一定の要件の

下にその禁止を解除
以上の規制緩和を行うこととし、そのための改正法案を今通常国

会に提出予定．

本船通関、予備審査の適用対 外国貿易船に貨物を接載 したまま通関が行える本船扱いの適用貨

′象の拡大等たよる通関手続の 物を、限度枠管理が行われていない特恵無税品等に拡大する （平成
迅速化 ・簡素化 ．‘‾ 6年 6月目途）とともに、輸入申告前にあらかじめ検査の要否等を

審査する予備審査制について、備恵関税目別管理品目を新たに通由

貨物に加え、全ての貨物を対象とする （平成 6 年 4 月目途）等の改

善措置を講ずる予定

航空機の入出港手続について 航空機の入出瑳手続については、現在、書面により行うこととさ

航空N A C C S によるシステ れ七七、るが、航空会社の事務負担の一層の軽減を図る見地から⊥航

ム処理を可能化 ＿ 空N A C C S 導入官署 （成田、羽田、伊丹、名古畳の 4空港）‾にお
いて、今後、碗空N A C C S たよるシステム処理を可能化

このため、電子情報処理組織たよる税関手按の特例等に関する法

律施行令及び通達を改正 し、3 月30白か ら施行予定

個人輸入手続の円滑化 ・迅速 個人輸入手続の円滑化 ・迅速化を図るた吟、日本通関業連合会を

化 中心とした個人輸入に関する恒常的かう専門の相談窓口を都心部に

設置し、個人輸入の通関支援システムを構築．

本件については、平成 6 年 4 月を目途に調整中
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事　　　　 項 措　　　 畢　　　 内　　　 容

動物用ワクチン （一部のも 動物用ワクチンのうち、犬パルポウィルス感染症ワクチン及び犬

の）‘の輸入割当ての廃止 レプトスビラ病ワグチンについて輸入割当て対象から除外すること

とし、平成6年4月 l B から実施

電気事業に関する規制の在り・ 効率的な電力供給システムの在り方について、平成も年3月から

方の見直し 電気事業審議会において審議中

石油製品に係る規制の在り方 今後の石油製品供給の在り方について、平成6年2月から石油審

の見直し 議会において審議中

空詞用等吸収式アンモニア冷 一定の基準を満たす吸収式アンモニテ冷凍装直について、警療装

凍装置に対する警報 ・除害装 置、除書装置等の義務づけを廃止することとし、そのための省令改
置等の義務付けの廃止 正を平成6年3月未に実施

自動車用エアバッグガス発生 一定の塞準を満たす自動軍用エアバッグガス発生装置内の高圧ガ

装置の高圧ガス容器の輪入時 ス容器について、輸入時の検査等を不要化することとし、そのため
の届出及び検査め廃止 の省令改正を平成6年7月中に実施

液化石油ガス器具の検定に関 ・液化石油ガス法に基づく第 1種液化石油ガス器具の検定における

する抜取り個数及び液化石油 抜取り個数を削減することとし、そのための省令改正を平成6年4

ガス販売事業者の消費設備珂 月 1 日から実施

査 また、供給設備のガスの涼洩検査の簡略化を図るとともに、消費
設廟の技術上の基準及び消費設備の調査方法を合理化することとし、
そのための省令及び通達改正を平成6年度中に実施

績維品の輸出承認制の緩和 主要な繊維品の輸出について、平成6年末を目途に米国及びE C

向けの輸出を除き、承認制を廃止するとともに、米国向け及びE C

向けにつ＿いても、承認を要する品目を削減

鉄道事業のグリーン料金、寝 鉄道事業法について、現在認可に係らしめているグリーン料金、

台料金等の認可の届出化 寝台料金等の設定又は変更を届出化する等を行うこととし、今通草

国会に所要の法律案を提出予定

路線バス事業の官業政策的な 挙路運送法について、一般乗合旅客自動車運送事業における官業
割引運賃等め認可の届出化 政策的な割引運賃等一部の運賃 ・料金の認可について届出化する手

ととし、今通常国会に所要の草痩案を提出予定

l

一般旅客定期航路事業の官業 海上運送法について、一般旅客定期航路事業等における営業政策

政策的な割引運賃等の認可の 的な割引運賃及び料金等一部の運賃 ・料金の認可について届出化す

届出化 ることとし、今通常国会に所要の法律案を痕出予定

国内定期航空運送事業の営業 国内航空運賃 ・料金のうち、官業政策的な割引運賃及びスーパー

政策的な割引運賃、スーパー シー ト料金等一部の運賃 ・料金の認可について届出化す畠こととし、

’シー ト料金等の認可の届出化 今通常国会に航空法の一部を改正する法律案を提出予定



事　　　 亘 措　　　 置　　　 内　　　 容

住宅の地下室に係る容積率の 建築物の地階で住宅の用途に供する部分については当該建築物の
規制の緩和 住宅の用途に供する部分の床面稜の合計の3分の1を酸度として、

容積率に参入しないこととし、可能な限り今通常国会で措置する予
定

●

●

l
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